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１．はじめに 
 

































 さらに，役員賞与に関しては，同法第 381条で次のように規定されている． 
「取締役ハ毎決算期ニ左ニ掲グルモノ及其ノ附属明細書ヲ作リ取締役会ノ承認ヲ受クルコトヲ
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要ス 
 一 貸借対照表 
 二 損益計算書 
 三 営業報告書 






















二 報酬等のうち額が確定していないものについては，その具体的な算定方法  









 従前の企業会計基準においては，旧商法 269条 1項等に従った議決による役員報酬について
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は費用として処理し，同法 283条 1項に従った利益処分の決議による役員賞与については未処
分利益の減少として会計処理することを規定していた．しかし，改正商法（平成 15年 4月）
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 この規定は平成 19年改正で以下の見直しが行われた． 
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12/10 事前確定給与① 6/10 事前確定給与②
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 利用するデータベースは，非上場の中小企業が対象のＢＡＳＴ平成 20年指標版であるが 9，
ＢＡＳＴには個標データは含まれず，統計（平均）値のみが利用できる．その中に 5年比較と
して平成 15年（決算日が平成 15年中の法人データ）から平成 19年までの黒字企業の財務デ




 また，切り口として業種別の平均値を用いるが，サンプル数は単年度換算で総数 111,431 件
（1 業種当たり平均 5,865 件），最も少ない業種が「漁業」で 113 件，最も多い業種が「建設
業」の 21,381件である． 



























大分類 役員報酬 小分類 経常利益 № 業種名
A 変動あり ① 変動あり 2 漁業
3 鉱業/採石業等
14 宿泊/飲食サービス業
② 変動なし 6 電気/ガス/水道業
10 小売業
18 複合サービス業












D 下降傾向 ① 上昇傾向 なし
② 下降傾向 17 医療福祉
③ その他 1 農業/林業
11 金融保険業 
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 また，「政令で定める金額」については，法人税法施行令第 72条の 2の 8において，「政令
で定める金額は千六百万円 12」とされている。したがって，基本的には基準期間となる過去 3 
事業年度の法人税課税所得に，業務主宰役員の給与を加えた金額の平均が，1,600万円を超え
ていなければ，特殊支配同族会社から除外されることになる． 
 さらに，もう一つの除外規定として，基準所得金額が 1,600万円超 3,000万円以下で，かつ
業務主宰役員給与の平均額が基準所得金額の 50％以下であれば，特殊支配同族会社から除外
される．つまり，基準所得を判定基準とした除外要件では，基準所得金額が 3,000 万円超であ
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 図表５でみると，損金不算入額が 65万円を超えるポイント（業務主宰役員給与が 1,625千
円）では給与に対して 40％の率となっているが，3 段階で逓減していき，給与が 1,000 万円を
超えると給与に対して 5％の率で推移していく． 
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12 平成 18年改正時点では 800万円であったが，平成 19年改正によって 1,600万円に増額され 
  た． 
13 佐々木浩ほか（2006）p.332.参照． 
14 同上． 
15 品川芳宣 前掲書 p.30.参照． 
16 福浦幾巳 前掲書 pp.19-20.に詳しい． 
17 日本税理士会連合会「平成 19年度・税制改正に関する建議書」，日本公認会計士協会「平 
  成 19年度税制改正に対する日本公認会計士協会の意見・要望について」（2006.10月）p.107.等. 
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